
令和７年５月３０日 
 

令和７年度障害児通所支援事業者等に係る集団指導資料 

（子ども家庭支援課報告分） 

 

 

１ 障害児通所支援に係る伝達事項等について 

（１）利用者の権利擁護、虐待防止及び身体拘束の適正化について 

   資料１ 教育・保育等を提供する事業者による児童対象性暴力等の防止 

等の取組を横断的に促進するための指針 

資料２ 保育士特定登録取消者管理システムについて 

 

（２）安全管理の徹底について 

 

（３）複数児童用上限管理結果票の電子化について 

資料３ 案内チラシ 

 

（４）保育所等訪問支援について 

資料４ 保育所等訪問支援の運用の見直しについて 

 

 

２ 適正な運営の提供について 

（１）令和６年度報酬改定に係る経過措置等について 

 

（２）契約児童の支給決定期限の適正な管理について 

 

３ 児童発達支援センターを中心とした子どもの発達支援に係る体制強化事業

の開始について 

資料５ 事業概要（主に地域の事業所等に対するスーパーバイズ等部分） 
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資料１

https://www.cfa.go.jp/policies/child-
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資料１－１

※R6.1.31 保育士特定登録取消者管理システム説明会資料

資料２



１．学校設置者等及び民間教育保育等事業者の責務等
学校設置者等（学校、児童福祉施設等）及び民間教育保育等事業者（学習塾等）について、その教員等及び教育保育等従事者による児童対象性暴力等の防止
に努めるとともに、被害児童等を適切に保護する責務を有することを規定
２．学校設置者等が講ずべき措置
学校設置者等が講ずべき措置として以下のものを規定
・ 教員等に研修を受講させること、児童等との面談・児童等が相談を行いやすくするための措置
・ 教員等としてその業務を行わせる者について、４に掲げる仕組みにより特定性犯罪前科の有無を確認
→ これらを踏まえ、児童対象性暴力等が行われるおそれがある場合の防止措置（教育、保育等に従事させないこと等）を実施
・ 児童対象性暴力等の発生が疑われる場合の調査、被害児童等の保護・支援
３．民間教育保育等事業者の認定及び認定事業者が講ずべき措置
・ 内閣総理大臣は、２に掲げる学校設置者等が講ずべき措置と同等のものを実施する体制が確保されている事業者について、認定・公表
・ 認定事業者には２に掲げるものと同等の措置実施を義務付け
・ 認定事業者は、認定の表示可能
・ 認定事業者に対する内閣総理大臣の監督権限の規定を創設
４．犯罪事実確認の仕組み等
・ ２及び３の対象事業者が内閣総理大臣に対して申請従事者の犯罪事実を確認する仕組みを創設する。当該仕組みにおいては、対象となる従事者本人も
関与する仕組みとする。
・ 内閣総理大臣は、対象事業者から申請があった場合、以下の期間における特定性犯罪（痴漢や盗撮等の条例違反を含む）前科の有無について記載した
犯罪事実確認書を対象事業者に交付する。ただし、前科がある場合は、あらかじめ従事者本人に通知。本人は通知内容の訂正請求が可能
ア 拘禁刑（服役）︓刑の執行終了等から20年
イ 拘禁刑（執行猶予判決を受け、猶予期間満了）︓裁判確定日から10年
ウ 罰金︓刑の執行終了等から10年

・ 犯罪事実確認書等の適正な管理（情報の厳正な管理・一定期間経過後の廃棄等）
５．その他
・ この法律案に定める義務に違反した場合には児童福祉法等に規定する報告徴収等の対象となること等を規定【学校教育法、児童福祉法、就学前の子どもに関する教育、保
育等の総合的な提供の推進に関する法律】
・ 施行後３年後の見直し・検討規定を設ける

法案の趣旨

施行期日

法案の概要

施行期日︓公布の日から起算して２年６月を超えない範囲において政令で定める日

学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律案の概要

児童対象性暴力等が児童等の権利を著しく侵害し、児童等の心身に生涯にわたって回復し難い重大な影響を与えるものであることに鑑み、児童等に対して教
育、保育等の役務を提供する事業を行う立場にある学校設置者等及び認定を受けた民間教育保育等事業者が教員等及び教育保育等従事者による児童
対象性暴力等の防止等の措置を講じることを義務付けるなどする。
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資料５ 

 

児童発達支援センターを中心とした子どもの発達支援に係る 

体制強化事業の開始について(周知) 

１ 事業の概要 

市内９か所のセンターにおいて、地域における中核的役割を担うための機能の整備

を進め、子どもの育ちの保証、家族の不安解消、地域における支援の質の向上等に取

り組む。 

 

２ 「地域の事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーシヨン」について 

(１)事業所(児童発達支援・放課後等デイサービス)への訪問支援事業 

① 本事業の目的 

・ 各事業所における支援の質の向上 

・ 情報収集とフィードバックを通じた地域全体の質の底上げ 

・ 地域におけるネットワーク構築 

② 対象施設 

ア 新規指定を受けた事業所【必須】 

→ 事業所公募の申込み(重心型を除く。)の際、訪問支援の同意書に 

ついて提出を求める 

事業所指定を受け、支援が開始された後に、センターによる訪問 

支援を実施 

 

イ 指定更新を迎える事業所【必須】 

→ 指定期限の概ね 6箇月前～前月までに、センターから連絡を行い、 

訪問支援を実施 

後日、指定更新の申請書類とともに、訪問支援に係るアンケートに 

ついて提出 

 

ウ 人員体制の大幅な変更(例:児発管の変更)等があった事業所【推奨】 

→ 本市で体制の変更等を確認した場合、内容に応じて事業所に訪問 

支援を案内し、後日、センターによる訪問支援を実施 

 

エ 訪問支援を希望する事業所【任意】 

→ 訪問支援を希望するセンターへの直接依頼、又は本市の申込フォーム

（後日、案内を予定）を通じて依頼があった場合、センターから連絡を行

い、訪問支援を実施。 

③ 各センターの担当地域 

・ 市内 9箇所のセンターについて担当地域を設定し、概ね 2名の訪問員 

(京都市発達支援アドバイザー)が訪問支援を実施 
 



<参考：各地域における主な担当センター> 

事業所の所在地（圏域／行政区・支所） 担当する主なセンター※ 

北部 北・左京 ひなどり学園、ひばり学園、ポッポ 

中部 上京・中京・下京・南 こぐま園(ポッポ、きらきら園ほか) 

西部 右京・西京・洛西 洛西愛育園(うさぎ園ほか) 

東部 東山・山科・醍醐 むくの木園(うさぎ園、空の鳥幼児園) 

南部 伏見・深草 空の鳥幼児園、きらきら園 

※ 行政区によって、他圏域のセンター(カッコ内)が訪問支援を行うことがあります。 

 

(２) 児発・放デイ事業所職員向け研修 

① 事業所において支援業務の中心的役割を担う職員向け研修 

(児発管等。管理業務のみに従事する管理者は対象外) 

○研修テーマ「インクルージョンを考える」  

 ○日程等 

６月１２日（木） 【ガイダンス】 

【講義・グループワーク】インクルージョンについて考える 

７月 ４日（金） 【講義】学校での理解と取組 

【講義】学童保育での理解と取組 

【講義】事業所でできること 

９月 ９月（火） 【グループワーク】事業所でできること 

【事例紹介】２つの放デイ事業所から事例紹介 

【グループワーク・まとめ】振り返り 

 

② 児発又は放デイ事業所の新規採用職員又は対象施設での勤務歴が２年目までの職員向
け研修 

○研修テーマ「新規採用職員等を対象とした研修」 

 ○日程等 

５月２８日（水） 【講義】児発・放デイ事業とは 

【講義】障害児支援の基本 

１０月９日（木） 【講義・グループワーク】対話を通して知り合おう 

【まとめ】 

 

 

 


